
 

 

 

 

 

 

 

 

 

５月から６月にかけて開催

された第二回横浜市会定例会

において黒川まさる市議は、林

市長・鯉渕教育長に自民党を代

表して本会議場で質問に立ち

ました。全議員で最も長く、広

範囲にわたる質問でしたが、全

体のテーマは『人口減少社会に

向き合う』です。金沢区はここ

数年毎年千人以上人口が減っ

て２０万人を切り、横浜市でも

来年をピークに人口減少局面

に入ります。様々な政策が新た

な展開を求められる中、市長の

リーダーシップを強く求める

とともに議会がしっかりと政

策をリードしていくため、骨太

の議論が交わされました。 

 

 

 

Ｑ：議員の側から政策条例が提

案され、成立し、条例に基づい

た政策が市長部局から打ち出

され、議会がそれを評価すると

いう政策実現サイクルが横浜

では定着してきたが、市長はど

う評価しているのか。 

A：議員が地域の声を幅広く受

け止めて課題解決のために多

くの議員提案条例が提案され

ている。よりきめ細かい市政運

営を進めるうえで大変意義深

いと評価しているし、市民サー

ビスの向上にもつながってい

ると思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：子育て家計への負担軽減を

念頭に、昨年４月から実施した

シーサイドラインの通学定期

の値下げによって利用状況は

どう変化したのか。 

Ａ：最大３割の値下げだったが、

通学定期の販売枚数は１９%

増加し、子育て世代が暮らしや

すい環境づくりにも寄与した。 

Ｑ：育児休業をしっかり取得で

きる環境を整え、保育所の0歳

児枠を減らし 1 歳 2 歳児から

の受け入れ枠を増やすべきだ。 

Ａ：認可保育所などでは育児休

業後のニーズの高い1・2歳児

を多く受け入れられるよう定

員構成の変更を進めていく。 

Ｑ：女性が仕事も子育ても楽し

みながら家族とともに充実し

た生活・人生を送るために進め

る政策をどう捉えているのか。 

A：多様で柔軟な働き方の推進、

切れ目のない子育て支援の充

実、男性の育児参画の啓発、仕

事と家庭の両立などを総合的

に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q：親と子のつどいの広場を訪

問したら『子育ての不安がなく

なったので2人目、3人目を産

みたい』という声をよく聞いた。

核家族の多い横浜のような大

都市では重要な事業と思うが、

親子の居場所事業を今後どう

展開していくのか。 

Ａ：『同じ悩みを持つ仲間が出

来て良かった、第二の家族みた

い、地域に育ててもらってい

る』等の声も聞いている。家庭

での養育力を高めるには有効

な施策として居場所を31年度

までに167か所に増やす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：子育て拠点や保育園と連携

し、中学生が乳幼児と接したあ

とで、育児や家族のあり方を話

し合い、考えるという取り組み

を全市的に展開するべきだ。 

Ａ：幼児と中学生が触れ合う活

動を行い、振り返りや話し合い

で家族に対する理解や愛情が

深まる取り組みは大切だ。こう

した事業は意義があると考え

ており、これからも乳幼児と中

学生が触れ合う機会の確保に

努めていく。（教育長答弁） 



 

Ｑ：『横浜市世界を目指す若者

応援事業』は、篤志家からの多

額の寄付を原資に、国際的な活

躍を目指す高校生の海外留学

を支援しているが、財源の確保

や高校生への周知をしっかり

行って欲しい。 

Ａ：財源の確保のために企業か

らの寄付を増やしたい。留学に

関心の高い学校への訪問に力

を入れて周知を徹底していく。 

 

 

 

Ｑ：横浜市は多くの企業や団体

と１０００件を超える『災害時

における協定』を締結している

が、いざ大災害というときにこ

れらの協定が機能するために

どのように工夫をしているか。 

A：毎年協定締結先とは連絡体

制や協定の内容を確認してい

る。様々な防災訓練などで、協

定締結団体や企業に参加して

いただき、具体的な行動などを

確認している。 

 

 

 

Ｑ：ベイブリッジの下を通れな

い大型客船の受け入れのため

の大黒ふ頭の整備はどうなっ

ているのか。 

Ａ：岸壁の延伸やＣＩＱ施設の

整備を進めている。ベイブリッ

ジの橋脚に作られたスカイウ

ォークを再開放して大型客船

が間近に見られるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q：山下埠頭などでは、東京オ

リンピックの期間に豪華客船

が長期停泊してホテルシップ

にしようという計画があるよ

うだが、その後の見通しはどう

なっているのか。 

A：横浜市による国家戦略特区

制度を活用した提案が契機と

なって規制緩和が実現し、無窓

の客室利用が可能になった。事

業化に向けて関係者と具体的

な協議を進めていく。 

Q：全国都市緑化フェアのキャ

ラクターだった『ガーデンベ

ア』は引き続きガーデンネック

レス２０１８で活躍している

が、親しみやすくて呼びやすい

愛称をつけてはどうか。 

Ａ：東京芸大の伊藤ゆういち教

授がデザインした素晴らしい

キャラクターだが、市民に愛さ

れるニックネームを付けるの

も良いアイデアと思う。 

 

  

 

 

 

 来年秋にオープン予定の南

部市場の一部に出来るのは『食

のライブマーケット（仮）』で

す。大和リース株式会社が落札

し手掛ける事業ですが、地域・

季節にこだわった豊富な食材、

購入した食材がその場で食べ

られる市場のライブ感、食文化

体験や食育教育、起業希望者向

けのチャレンジショップなど

楽しみな企画がいっぱいです。 

羽田空港から首都高速湾岸 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ；柴漁港や金沢漁港では、漁

港でのお祭りや、小学生の稚魚

の放流、コンブやワカメの養殖

など、関連するＮＰＯなどとと

もに『豊かな海づくり』の活動

を行っているが漁業者の活動

を支援すべきだ。 

Ａ：市民に海産物や海の魅力に

触れる機会を自主的に設けて

くれていることに感謝してい

る。市民のみなさんが利用する

漁港施設の改修や、魚の産卵・

生育の場となる浅場や藻場の

形成などについても支援を行

っていく。 

 

線で３０分以

内の好立地を

生かして首都 

圏などを商圏として地元の商

店街への影響は最小限にと訴

えています。計画には野外シネ

マがあり、ビッグスポーツイベ

ントのパブリックビューイン

グなどで盛り上げたいですね。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Q：今年の４月の事業継承税制

改正によって、県知事の認定を

受ければ中小企業の株式を受

け継いだ際の贈与・相続などに

かかる納税が１００％免除さ

れることとなったが、制度の周

知徹底にどう取り組むのか。 

Ａ：事業承継に悩む企業にとっ

ては有効な制度だが手続きが

複雑。ＩＤＥＣ横浜に特別相談

窓口を設けるとともに、企業訪

問や啓発広報を強化する。 

Ｑ：『横浜型地域貢献企業認定

制度』の支援メニューを増やす

とともに、各局の様々な企業認

定制度の連携を強化して相乗

効果を生み出すべきだ。 

Ａ：優秀な認定企業の表彰、民

間就職サイトへの紹介などで

支援を強化する。経済局・政策

局・健康福祉局が所管する認定

制度の共同ＰＲを行い、局間の

連携と情報共有を進め、複数認

定の企業を増やしていく。 

 

Ｑ：丘陵部の住宅街の建築協定 

Ｑ：２０２０ＪＣＩ世界大会の

横浜開催に向けた意気込みを。 

Ａ：今年の秋に正式決定すると

聞いている。新設の会議施設も

有効に活用し、横浜から世界の

若手経済人に発信して欲しい。 

Ｑ：市内での消費額が高いと言

われる国際的奉仕活動団体の

世界大会や、各競技のシニアや

マスターズの世界大会の誘致

にも力を入れるべきだ。 

Ａ：誘致に力を注ぐとともに、

大会に参加・観戦される人への

受け入れ環境も整備し、スポー

ツツーリズムにつなげたい。 

Ｑ：第七回アフリカ開発会議で

は日本で一番アフリカに近い 

 

 

 

 

都市横浜にふさわしいおもて

なしとともに、アフリカで最も

有名な日本人、野口英世博士ゆ

かりの長浜検疫所の文化財や

ホールを活用すべきだ。 

Ａ：前回同様一国一校運動を市

内の小学校で展開している。議

会もアフリカ各国と様々に交

流している。長浜の施設につい

ては関係機関と調整して横浜

とアフリカとの大切な架け橋

として活用を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：昨今増えている市民が主体

となって生まれた多世代が交

流する拠点が、持続可能な施設

となるよう、区局の垣根を越え

て支援すべきだ。 

Ａ：福祉、まちづくり、子育て、

教育など関連する分野は幅広

いので総合的に支援する。成功 

 

 

 

昨年秋から訴え続けた八景

島でのスポーツイベントのパ

ブリックビューイング（ＰＶ）

が６月９日、日本ＶＳイタリア

戦のラグビーの試合で実現し

ました。ビッグイベントの大画

面でのＰＶを市内各所で行え

ば横浜市民全体が一体となっ

て盛り上がれるはずです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例を共有するなどで脆弱な

資金や人材を補強していく。 

Ｑ：公的な住宅供給団体で議論

を進めている『よこはま団地再

生コンソーシアム』では、若い

世代の取り込みや多世代居住、

家賃の値下げなどを議題にし

て対策を検討して欲しい。 

Ａ：若い世代を意識したリノベ

ーション、団地内外での円滑な

住み替え、多世代居住の推進な

どを議論し協力していく。 

Ｑ：郊外部の戸建て住宅街では

『建築協定などのまちづくり

ルール』の見直しなどで、広さ

を持て余している高齢者世帯

の住居を若い世代向けに流通

させる仕組みを作らなければ

空き家が増えてしまう。 

Ａ：協定やルールの更新時期を

契機にルールの見直しや地域

の将来像を幅広く考えられる

よう支援していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

７月１１日・１２日の二日間、

早稲田大学の大隈講堂で『全国

地方議員サミット２０１８・議

会のチカラで日本創生』が開催

されました。 

サミットの直前に現地で行

われたローカルマニフェスト

推進地方議員連盟の総会では、

これまでのローカルマニフェ

スト推進地方議員連盟として

の活動だけでなく、議員をサポ

ートしてくれる議会局や議会

事務局、議員と連携して地方行

政への提言や市民の政治参加

に取り組む市民団体などとの

連携が進んできていることか

ら、組織の名称から地方議員と

いう枠を外して『ローカルマニ

フェスト推進連盟』と名称を変

更することが決定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

そして、新しく生まれ変わっ

た組織の共同代表のひとりと

して黒川勝横浜市会議員が選

出されました。可児市の川上文

浩市議会議長、那覇市の前泊美

紀市議会議員、伊丹市の相崎佐

和子市議会議員と共同代表４

人体制で新たな組織をまとめ

ていくこととなりました。 

 全国地方議員サミットでは、

北川正恭早稲田大学名誉教授

の基調講演から始まり、大西一 

 

                        

 

 ７月２２日、横須賀市内で、

国道３５７号線の八景島から

横須賀市夏島町までの着工式

が小泉進次郎代議士、上地横須

賀市長、松本横浜市会議長らが

臨席し、開催されました。海の

環境には最大限の配慮を求め

ながらも海の公園から野島町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

史熊本市長「震災復興と地方創

生」、江藤俊昭山梨学院大学教

授「地方創生時代における議会

力」、羽村市議会事務局と滋賀

県大津市議会議会局、会津若松

市・あきる野市・犬山市・可児

市・東京都の各議長などからも

様々な事例発表がありました。  

松本研横浜市会議長からも

『議員提案条例による政策実

現』の報告があり、約千人の来

場者とともに議会からの地方

創生の機運が高まりました。 

 

 

 

 

 

 

 

に至る渋滞 

の緩和には 

大いに期待 

しています。 

 


